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連携会議事務局
修学旅行費用調査について　その３
　この調査に思いもよらず多くの時間と労力を費やすことになりました。まだ全ての記入欄が埋まったわけではありませんが、この辺でいったん分析を行い、次にすすまないと大変なことになりそうなので。
　そもそもこの調査、6月16日の第22回連携会議での「学校財政に関する調査」で「修学旅行引率者の自己負担を調査しては？」というところから始まりました。そこで、参考調査ということでスタートしましたが、なかなか実態がつかめず、途中からは宿泊学習の調査をやめて修学旅行に限定するなどして、最終的には就学援助申請や決算報告の状況にまで分析が及んでしましました。
　さて、現在の集計結果は集計表（学校名入りは会員ページ）を見てもらうこととして、集計結果から分かることなどを列挙してみたいと思います。
１．引率者の自己負担の問題・・・まず、そもそもの調査目的であった引率教員の自己負担の問題です。これについては、集計表中の「旅費請求対象外経費」を見てもらえばいいですが、百歩譲っても引率者が支払った金額が受領旅費より少ないことが大切です。その点で言いますと、おそらく2校で受領旅費では赤字になる事態が発生しています。石狩市では引率者の見学料などについて公費負担制度がないので、引率者の赤字解消には別の財源を必要とします。石狩市では引率者の拝観料等に支出できる経費はありませんが、道立学校や一部の自治体では措置されているので、要望することも必要でしょう。

２．家庭から払ってもらった費用と、業者に払った費用とに差額がある・・・例えば、しおり作成費用を集金額に入れて集金しているような場合は差額が発生するのは当然ですが、そういう学校は14校でした。修学旅行費用自体に1円単位の端数が生じる場合が多いので、集金業務を簡便にするために端数調整を上乗せして集金することに加えて、薬代やしおり作成代・消耗品代を集金しているケースが多いのではないかと思います。なお、端数を丸めるために、値引きをしてもらっているケースもわずかながらありました。
３．差額の処理は適切か・・・これは、各校の決算処理がどうなっているかということです。このこと自体については調査をしていませんが、差額の内訳の報告の際に、全ての買い物の明細を報告してくれた学校もある一方、結局よくわからないとする学校もありました。決算報告で「雑費：しおり作成代　他　○○円」という報告ではどうもよくわかりません。領収書を確認して初めて内容が理解できる状況もあるようです。実はこのことは大変重要で、業者支払い額以外の費用で何が就学援助対象経費になるのかを厳密に精査するためには、全ての領収書を確認することが必要です。残念ながら、当該学年に「変更はないか？」と訊ねるだけでは不十分であると言わざるを得ません。
４．差額の処理は適切か～２・・・最近、旅行費用を家庭から直接旅行会社に払い込む方法が増えております。ある業者について言えば、「当社で承っている石狩管内の全ての中学校でそのようにさせていただいております」とのことですが、この場合雑費などを支出するにも旅行会社内の決済が必要になり、その結果領収書などが学校に残らないという問題が発生します。少なくとも、コピーを保存しておくことは必要でしょう。

５．就学援助と家庭の負担の関係
集金額と就学援助費支給額との関係を調べた結果は以下の通りです。

	
	集金額が就学援助費を上回った学校数
	差額最大
	差額最少
	差額平均

	小学校
	１３校中３校
	1,800円
	97円
	672円

	中学校
	８校中６校
	14,100円
	1600円
	6,866円


　　このように、中学校では大多数の学校が就学援助支給額を集金額が上回っており、その額も平均6,866円とかなりの額になっています。就学援助費を受け取ってさらにこれだけの額を納めなければならない状態です。因みに当該6中学校の集金額平均は62,766円であり、就学援助をぎりぎりで認定されなかった家庭は全額を負担しなくてはなりません。
６．就学援助費の申請に関わって・・・「3」でも書きましたが、就学援助の申請を適切に行うためには、旅行終了後に直ちに全ての領収書がそろった決算報告をしてもらい、対象経費を的確につかむことが必要です。さらに、決算報告には現れない費用で援助対象になる費用があるかもしれないので細心の注意が必要です。申請書類を作る場合でも「どうせ上限額を越えるから、細かい経費まで確認する必要なし」とせず、全ての対象経費を書き出したうえで上限額を請求することが大切ではないでしょうか。なお、修学旅行経費については、管内の多くの市では上限額を設けていないことは、以前にもお話ししました。これについてももう少し調査が必要でしょう。
７．最後に・・・先日札幌市内で開かれた教育財政に関するシンポジウムに参加してきました。そこで、「修学旅行経費は公費負担であるべきか」という話題に関してパネリストの末冨　芳さん（日本大学准教授）が「修学旅行のあり方そのものを問い返す必要がある」というようなことを話されていました。学校側からすると、「修学旅行の教育効果は極めて高い。これだけの費用を払うだけの価値はありますよ」ということなのでしょうか。「価値が高いからお金を」というのなら塾とおなじ？でも修学旅行は選べないですけどね。
その他

　　集計データは学校名非公開で白書提言のページにアップします。校名入りは各校にメールで送っておきます。



























